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令和７年１０月２７日 

 

白老町議会 

 議長 小西 秀延 様 

 

                         総務文教常任委員会 

                                       委員長 貮又 聖規 

 

 

陳 情 の 審 査 報 告 書 

 

 本委員会に付託された陳情の審査結果を、次のとおり白老町議会委員会規則第４５条

第１項の規定により報告します。 

 

記 

 

１ 件     名     

陳情第２号 白老町石山地区の居住区に隣接するメガソーラー建設に関する陳情書 

 

２ 陳情提出者の住所及び氏名 

白老町字石山３９番地５９１  阿部 早百合 

 

３ 審査の経過 

   令和７年９月１９日再開された令和７年白老町議会定例会９月会議において本委

員会に付託されたので、１０月１７日に委員会を開催し、陳情提出者を参考人とし

て招致し願意を聴くとともに、町担当者から本町の現状や課題等について説明を求

め慎重に審査した。 

 

４ 審査の結果 

   趣旨採択すべきものと決定 
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５ 審査意見  

本件陳情については、提出者を参考人として招致し、その願意を確認した。 

本陳情は、白老町石山地区における居住区域に隣接した大規模太陽光発電施設（メ

ガソーラー）の建設計画に対し、生活環境の悪化、災害リスク、自然環境への影響、

事業者の信頼性、及び住民説明の不足など多方面から懸念を示し、町議会として慎重

な対応と計画の見直しを求めるものである。 

陳情者からは、以下の点について懸念が示された。 

（１）居住区に近接した立地による健康・生活環境への影響 

（２）想定を超える気象災害に対する備え 

（３）自然環境や生態系、特にオジロワシ等の希少種への影響 

（４）外資系事業者による事業継続性および撤退時の責任所在 

（５）地域住民への説明および合意形成の在り方の不足 

 

委員会では、町民生活部から事業主体が外国資本系の２社であること、計画区域面

積・出力規模・残地森林率、住民説明会の開催経過等について報告を受けた。併せて、

住民説明会の開催状況や条例に基づく事前協議手続き等についても確認した。 

一方で、残置森林の確保、目隠しフェンスの設置、騒音・電磁波の影響が限定的で

ある旨の説明があったものの、住民側の不安は依然として払拭されておらず、環境・

防災・まちづくり全体の観点から、より丁寧な情報公開と合意形成の努力が必要であ

るとの意見で一致した。 

これを踏まえ、委員からは次の意見・見解が示された。 

① 法制度・条例等による対応強化 

・法令等による規制強化について、国や北海道への働きかけが必要である。 

② 法的権限の限界 

・現行制度では、町には事業の中止・変更を命じる法的権限はない。また、事業

実施には各種法令に基づく手続きや基準を満たすことが前提となっているが、

現行法令では、適法に手続き等が進められた場合には、事業の中止を求めるこ

とはできないものと考えられる。 

③ 住民とのコミュニケーションの重要性 

・環境影響評価法のガイドラインにも明記されているとおり、事業者には地域住

民との適切なコミュニケーションを図る努力義務がある。 
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・条例に則り、特に近隣住民の思いや課題、心配事を解決することは、事業者の

責務であると考えられる。 

・住民合意のない一方的な開発を容認しないような慎重な対応等を考えるべき。 

 

以上のことから、現行の法令・制度においては、町には事業の中止・変更を命じる

法的権限はないが、本陳情の趣旨である「住民の安全と生活環境を守るため、慎重な

対応を求める」点は理解できるものであり、今後、町及び事業者において、住民合意

を尊重しつつ、環境保全・防災対策・地域との共生に十分配慮した対応が求められる

ことから、本陳情は趣旨採択すべきものと決定した。 

なお、趣旨採択にあたり次の意見を付する。 

（ア）条例の実効性の確保と規制強化について議論すべきである。 

（イ）国や北海道に対し法令等による規制強化を要望すべきである。 

（ウ）特に事業に伴う災害対策に当たっては、町民の生命・財産に直結する課題で

あることから、法令に則った指導の強化を図るとともに、町民理解のさらなる

促進と、事業者・地域住民との適切なコミュニケーションを図るよう努めるべ

きである。 

 


